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Abstract
This paper analyzes the studies presented at the human-centered design research meetings held from 2009 to 2021.

The number of the documents is 360 by 577 authors from 184 institutes. In 2019, the author became the board member

of the human-centered development network（HCD-Net）, who was responsible for managing a research community in

the HCD-Net. To make strategies for activating the research community, we conducted fundamental analyses of past

research meetings’ presentations. In addition to the investigation results, several proposals to accelerate the research

activities in the HCD-Net research community are discussed.
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I は じ め に

人間中心設計（HCD, Human-Centered Design）と
は，システムやサービスを設計する際に，提供側
の論理で設計を進めるのではなく，実際にそのシ
ステムを利用するユーザー（利用者）の立場で設
計を進めるという考え方である．利用者のことを
最大限配慮して設計することにより，不都合や事
故，利用時のミスなどを防ぎ，効率的かつ効果的
なシステムやサービスの提供を実現しようと考え
る．利用者を中心に考えて設計を進めるというこ
とで，ユーザー中心設計（UCD, User-Centered De-
sign）と呼ぶこともある．
近年は，HCDのプロセスを拡張してユーザーの
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体験事態を設計するというUXD（User-eXperience
Design）の考え方も普及しつつある．システムや
サービスを単独で設計するだけでなく，それを取
り巻くさまざまな要因を合わせて設計し，そのシ
ステムを使う，あるいは，そのサービスを享受す
る際のユーザー体験（UX）そのものをデザイン
しようという発想である．
HCDのプロセスは 1999 年に ISO 13407 : 1999
として策定（ISO, 1999），プロセス標準として規
格化された．その後，対象をサービスまで拡大す
るなどの変更（福住，2011）が加えられ，ISO 9241
-210 : 2010 として改定された（ISO, 2010）．現在
ではさらなる改訂が加えられ，ISO 9241-210 :
2019 となっている（ISO, 2019）．
人間中心設計推進機構（以下，HCD-Net）は，日
本においてHCDの考え方を普及推進する活動を
行なっている特定非営利活動法人である．「公の
立場で産・官・学と連携し，新たな社会形成を推
進」1）というメッセージを掲げ，HCDを意識した
モノづくり，サービス設計の普及啓発活動を進め
ている．HCD-Net は，研究事業，教育事業，ビ
ジネス支援事業，広報・社会化事業，資格認定事
業などの機能を持ち，各々の立場からHCDの普
及に資する活動を行なっている．
筆者は，2019 年に研究担当理事としてHCD-
Net の理事会メンバに加わった．HCD-Net は，
学術界における純粋な学会とは異なるものの，活
動の柱のひとつとして研究事業を備え，学会的機
能も担っている．実際に，同研究事業部では，毎
年，査読論文を掲載する機構誌を発行し，年 2回
のペースで研究発表会を開催する．これらの活動
を積み重ねることで，日本学術会議協力学術研究
団体2）として指定されることを当面の目標として
いる．
学術界を支える学会として機能するためには，
当然ながら，研究活動が活発に行われていなけれ
ばならない．HCD-Net 会員の多くは，HCD-Net

認定人間中心設計専門家（以下，HCD専門家）の
資格を持つ実務家である．大学や研究所に籍をお
く研究者も多少は居るが，その多くは企業で実務
に携わっている専門家である．しかしながら，
HCD専門家が携わる業務はルーチンワークの枠
を超えた挑戦的なものも多く，研究活動に似た側
面を持つ．したがって，HCD-Net が提供する研
究発表会の場や機構誌で情報共有することは，学
界への貢献のみならず産業界への貢献にも直接結
びつくはずである．
これらの状況に鑑み，HCD-Net では研究事業
のさらなる活性化が期待されている．そこで，当
面の目標として，HCD研究発表会を今以上に活
性化すること，機構誌への投稿論文を増やすこと
などの検討が求められている．
本論文では，今後の活性化施策を検討するため
の調査として，過去のHCD研究発表会で発表さ
れた研究に関する分析を実施した結果を報告す
る．具体的には予稿集のデータを対象としてその
傾向などを分析するものである．
本稿の構成を示す．第 2章では，HCD研究発
表会の位置付けと，現在抱えている課題について
説明する．さらに第 3章では，本研究におけるリ
サーチ・クエスチョン，および，課題に対して今
後の戦略を検討するために基礎的なデータを取得
する調査方法について述べる．第 4章で，調査結
果を報告し分析について論じる．また，第 5章で
は関連研究を紹介し，第 6章でまとめと今後の展
望について述べる．

II HCD研究発表会の置かれた状況と課題

HCD研究発表会は，HCD-Net 研究事業部が主
催している研究発表会で，HCD活動に関する実
践や新しいアイデア，研究の成果などに関する情
報を共有するためのイベントである．2009 年に
第 1回が開催され，5年間は毎年 1回，その後
2014 年からは春季および冬季3）の年 2回開催の

1） https : //hcdnet.org/organization/outline.html
2） http : //www.scj.go.jp/ja/group/dantai/index.html

3） ここ数年は，春季を 6月上旬，冬季を 11 月末～12
月上旬といったタイミングで実施している．
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ペースで実施されてきた．
HCD-Net における研究活動を活性化させるべ
く，これまで研究発表会は広く門戸を開いてき
た．研究発表会への参加はもちろんのこと，発表
する場合でもHCD-Net の会員である必要はな
く，非会員にも発表の機会を与え，「発表者は入
会すること」という制限はとくに加えていない．
さらに，近年では，機構誌への投稿数を増加さ
せるための施策として，論文同時投稿制度を実施
している．通常，機構誌への投稿には投稿料を課
しているが，研究発表会で発表した研究内容につ
いて機構誌へ同時投稿申請をした場合は，投稿料
を無料にするというものである．この施策は，機
構誌への論文投稿数を単純に増やすだけを目的と
したものではない．研究発表会終了後，同時投稿
と見做すまでの投稿締め切りに若干の余裕を持た
せることで，研究発表会での議論で得られた知見
を論文にフィードバックすることを奨励してい
る．すなわち，研究発表会での議論もさらに活発
になることを期待しての施策である．
一方で，先に述べたように会員の多くが実務家
であるということから，論文の執筆に不慣れな会
員が多いという問題がある．聴講者としての参加
者は，毎回，100 名を超える規模で確保できてい
る反面，発表者の数，発表件数が伸び悩んでいる
という課題もある．発表件数が増えない理由の一
つとしては，研究発表の経験が少ない会員が多
く，どのように発表してよいか分からない，自分
の実践経験やアイデアをどのように予稿や論文に
まとめてよいか分からないという状況が考えられ
る．
熱心に聴講する参加者は多いので，講演を聴講
することで情報を得ようという受け身の態度での
参加が多いという傾向も見られる．この点につい
ては，発表して議論することでさらに新たな知見
が得られるという能動的な参加による効果を啓発
する必要があろうと考えられるが，残念ながら現
在そこまでの意識改革には至っていない．
なお，2020 年度春季から 2021 年度春季までの

3回は，COVID-19 パンデミックの影響を受け，

他の多くの学会と同様にオンラインのバーチャ
ル・イベントとして開催されている（飯尾・辛島，
2020）．オンライン化の開催にはメリットとデメ
リットがあり（飯尾・辛島，2021），今後はハイブ
リッド開催も見据えた開催形態の再検討という課
題が突きつけられている．

III 本研究の問いと調査方法

前章で説明したような状況で，もう一歩，研究
活動を活性化するためにはどうすればよいか，ど
のような施策を打つべきかを検討したい．

1 問いと仮説
論文同時投稿の制度に加えて，これまで，投稿
論文の数が少ないこともさることながら，基本的
な論文執筆の約束事が守られていないような投稿
も散見されることから，論文執筆に関するメンタ
リング制度の提供も検討されてきた．ただし，そ
れらの施策も手探りで行われてきているため，実
質的な効果がどれだけ出ているかについて客観的
なデータはまだない．
そこで，本研究では，これまでの研究発表会で
の発表状況の分析が今後の施策を検討するうえで
重要なのではないかという問いを設け，これまで
自らが同研究発表会に参加してきた経験も踏まえ
て，次のような仮説を立てた．

1．企業からの発表件数が一定数維持されてい
るのはよい傾向であり，産学連携の成果と
して今後も奨励すべきである

2．発表者が特定の個人や団体に偏っている傾
向があり，活動のさらなる活性化にはより
広い範囲へ登壇者としての参加を呼びかけ
るべきである

3．HCDをテーマとする研究発表会ではあるが
その対象範囲は広く，どのような発表が適
切であるか絞り切れていない．テーマを整
理してより発表しやすいガイドラインを提
示すべきである
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これらの仮説を検証し，より効果的な施策を検
討するために，まずは過去の研究発表会で発表さ
れた研究を対象として全体の傾向を分析した．

2 調査の方法
分析の対象は，過去に実施されたHCD研究発
表会（2009 年度研究発表会から 2021 年度春季研究発
表会まで）における全ての研究発表を対象とする．
過去の研究発表会における予稿集はHCD-Net の
ウェブサイトで公開4）されており（図 1），誰でも
入手することができる．ただし，直近 1年以内の
予稿集は，パスワード管理により参加者のみへの
公開と，公開範囲が制限されている．今回の調査
実施にあたっては，主催者としてデータを入手し
たが，制限されている範囲の研究発表会において
も実際に発表者として参加しており，その点に関

しては問題ないと判断した．
過去の予稿集から，回，発表の件名，著者（所

属），発表の種別（口頭発表，または，ポスター他）
を集計する．オンラインで開催された 2020 年冬
季研究発表会においてはポスター発表に代わる手
段としてビデオ発表が採用されており，「ポス
ター他」にはそのビデオ発表も含むものとした．
これらのデータに基づき，経年変化の状況，共
著関係に基づくネットワーク分析，および，発表
の件名を対象とした簡単なテキスト分析を実施し
た．

IV 調 査 結 果

本章で，集計した結果，および，分析について
述べる．データのクレンジングに関しては，原則
として予稿集に登録されたものをそのまま利用し
た．
ただし，所属に関しては目視で名寄せ処理を行
い（たとえば，「日本電気株式会社」と「NEC」は前

4） https : //hcdnet.org/research/treatise/hcd-1304.
html

図 1 過去に開催した研究発表会予稿集の公開
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者に寄せるなど），企業や団体単位で集計した．す
なわち，「人間中心設計ビジネス支援事業部」や
「HCD-Net ビジネス支援事業部HCSA委員会」
などは「人間中心設計推進機構」で統一した．大
学院生の発表にしばしば見られる「○○大学大学
院」という表記は「○○大学」で統一した．ま
た，複数の所属を記載している場合は，それぞれ
を分離して取り扱った5）．さらに，所属が明記さ
れていないケースが 3件存在し，それら 3名は
「所属なし」とした．
発表の総件数は 360 件，著者総数は 577 名（の

べ 1,056 名），組織数 184 であった．

1 経年変化
開催回ごとに発表の件数を集計した結果を図 2

に示す．図 2では，開催回ごとに，口頭発表か
それ以外かに分類して件数を集計した．2009 年

は初回のためポスターセッションがなく，また，
2020 年度春と 2021 年度春もポスターセッション
が行われていない．その理由は，COVID-19 パン
デミックの影響で 2020 年度春季開催以降がオン
ライン開催となり，同回についてはポスターセッ
ションを希望する発表者が少なかったために全て
口頭発表に変更してもらったという事情がある．
発表件数そのものは，平均 18.0 件/回であり件
数が大きく増えることもなければ減ることもなく
順当に推移している．オンライン化の状況におい
ても件数の変化がほぼみられない点は安心できる
が，いま以上の活性化を狙うためには発表件数自
体をもう少し増やす努力をすべきである．

2 産学の傾向
図 3は同じく開催回ごとの発表件数をまとめ
たグラフだが，著者の組織が産学連携か，大学の
みか，大学以外のみかに分類して集計したもので
ある．ここで，産学連携か否かの判断としては，
共著者として大学（専門学校等を含む）に所属する
著者とそれ以外の組織・団体に所属する著者の両
方が含まれている発表を産学連携による研究発表

5） この処理に関しては，著者が一人で，大学と企業
名を併記している場合は，産学連携タイプの研究と
して分類される懸念がある．ただし，そのような
ケースは 1例もなかった．

図 2 開催回ごとの発表総件数（発表種別で分類）
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大学のみ

とした．
初期の頃（2009 年度～2012 年度）は大学関係者

による研究発表が 83.1％と多数を占めていたが，
2013 年度以降は産学連携の発表も増え，また，
企業による発表も増えた．表 1に示すように，
全体として 4割以上の発表が，企業関係者が関与
している発表を占めており，HCD-Net の活動を
実務家が支えている状況が研究発表会にも現れて
いることが分かる．南（2021）によれば人文・社
会科学系の産学連携事例は非常に少なく，HCD-
Net の活動は社会科学系でありながらも，工学系
に近いものと考えられよう．
この状況は，著者単位で集計した図 4にも明確
に現れている．全体で集計すると，大学関係者が
56.2％，それ以外が 43.8％である．しかし，初期
の頃を除けば参加者の比率は拮坑しており，とく

に直近の 5年間でいえば，春季開催は全て大学以
外の著者の割合が上回っている（表 2）．12 月頭
は卒業研究や修士論文のための研究等が佳境に入
るタイミングであり，大学としては学生が発表し
やすい一方，6月頭は学生が卒業した直後であり
在学生はまだ研究の進捗が不足している状況だか
らであろう．
なお，大学関係者による発表が教員によるもの
か学生によるものかは記録されていないため，
データからの正確な判別は難しい．しかし，図
5，および，図 6から，大学関係者による発表の
多くは学生によるものであることが推察される．
図 5は，著者単位で集計して著者の所属種別
と発表形態の種別をクロス集計したものである．
また，図 6は発表単位で集計して同様のクロス集
計を行なったものである．いずれも，大学関係者

表 1 研究の連携状況に関する割合

産学連携 大学のみ その他のみ

18.3% 57.2% 24.5%

図 3 開催回ごとの発表総件数（産学連携種別で分類）
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による発表（図 5），あるいは，大学関係者のみに
よる発表（図 6）は他と比較するとポスター他に
よる発表の比率が大きく統計的にも有意な差が確
認される．
この結果は，HCD研究発表会における学生の

発表が本格的な学会発表の練習として利用されて
いる，あるいは，学生による発表のデビュー戦と
してポスターセッションが選ばれる傾向があると
いう経験上の感覚とも合致する結果である6）．

3 ネットワーク分析
発表の状況を深掘りするために，共著関係に基
づくネットワーク分析を実施した．なお，ネット
ワーク分析にあたっては，Python 3.9.4 上でスク

6） 口頭発表の予稿は 2ページからとしているのに対
し，ポスター発表の予稿は 1ページでもよいという
点も，発表のしやすさという点で学生の参加を後押
ししていると考えられる．

表 2 冬季開催と春季開催で比較した開催回ごとの著者の所属の比率

開催回 大学 その他 開催回 大学 その他

2016 年度冬 83.1% 16.9% 2017 年度春 36.1% 63.9%

2017 年度冬 47.8% 52.2% 2018 年度春 19.4% 80.6%

2018 年度冬 69.9% 30.1% 2019 年度春 40.0% 60.0%

2019 年度冬 68.3% 31.7% 2020 年度春 33.3% 66.7%

2020 年度冬 61.8% 38.2% 2021 年度春 44.6% 55.4%

総計 67.2% 32.8% 総計 34.7% 65.3%

図 4 開催回ごとの著者の所属の比率
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リプトを作成してデータ処理を行い，処理結果に
基づいて作成した dot スクリプトをGraphViz
2.48.0 で処理して図を描画した．

（ア） 著者のネットワーク
まず，著者に着目してネットワーク分析を行
う．以下の考察においては，著者名は全て符号化
し，匿名化したうえでの考察を加えた．
図 7は，著者 577 名を対象にして作成したネッ

トワーク図である．ノードは各著者を表し，エッ
ジは共著者の関係にあることを示す．なお，複数

の発表で共著者になっているかどうかでエッジに
重みを付けることは，今回はしていない．一度で
も，HCD研究発表会において共著で発表してい
れば，著者ノードをエッジで結ぶという処理を加
えている．また，共著関係はHCD研究発表会に
閉じている点も注意が必要である．上記でA 004
（C大学のA先生）とA 040（本稿著者）は他の学会
において共著で発表したことがあるが，HCD研
究発表会においては共著で発表したことはない．
したがって，本ネットワーク図においてA 004
と A 040 の間を直接結ぶエッジは存在しない．

図 5 著者の所属種別と発表形態種別のクロス集計結果（著者単位集計）

図 6 著者の所属種別と発表形態種別のクロス集計結果（発表単位集計）
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各ノードは，次数中心性7）に応じて色（濃淡）
の差をつけて描画した．
図 7において，高い次数を持つノードがいく

つか散見される（A 002，A 004，A 040，A 046，A
104，A 132，A 214，A 231 など）．これらのノード
の多くは大学教員である．とくに，自らは高い次
数でありながら隣接ノードの次数が低いもの（A

002，A 004，A 132）は，「発表する学生と指導教
員」という組み合わせで多数の発表が行われてい
る状況を反映したものである．周囲の次数が少な
い著者ノードのほとんどが学生と考えられる．な
お，A 046 や，A 040 の右下のように周囲に密結
合の比較的次数が高いクラスタがいくつか存在す
るケースは，多数の共著者による発表がいくつか
行われた結果である．
これらの教員による努力により学生の発表が多
数行われている状況は望ましいものではあるが，
ハブとなる教員の数があまり多く見られない点は

7） 次数中心性は，ノードから出ているエッジの数
（次数）が多いノードを中心に扱うという考え方に基
づく指標である．

図 7 共著関係によるネットワーク図（著者）

9飯尾：HCD研究会発表論文の分析



課題である．

（イ） 組織のネットワーク
次に，やはり共著関係をキーとして，著者が所
属する組織・団体に着目したネットワーク分析を
実施した（図 8）．ノードの色付けは図 7と同様の
基準である．
各ノードは，著者が所属している組織や団体名
称を表す．一つの発表において，組織をまたがる
共著関係があるとき，それらのノード間をエッジ
で結ぶ．なお，対象とした研究発表会は 2009 年

から 2021 年と 12 年の期間があり，その間に著者
が異動しているケースも散見される．また，複数
の所属から同一の著者が場合に応じて所属組織を
変えて発表したケースもある．
たとえば，本稿の著者は 2012 年まで株式会社
三菱総合研究所に所属しており，同社所属中に
HCD研究発表会で発表した実績がある．一方，中
央大学に異動した 2013 年以降は，中央大学所属
の著者としてHCD研究発表会で何度も発表して
いる．しかし，同時に三菱総合研究所と中央大学
に所属する著者が共著関係にあった事例はないの

図 8 共著関係によるネットワーク図（所属組織）
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で，それぞれのノードはエッジで結ばれていない．
また，著者のネットワークと同様，共著関係は
HCD研究発表会のみでの関係性であることにも
注意が必要であるが，組織間のネットワーク性を
考慮した場合，とくに大企業では所属する多数の
社員に関連して多様な共著関係があることが想定
されるため，この場合はHCD研究発表会での発
表に閉じたネットワークを考えることが適切であ
ろう．
図 8の中心部には，大きな連結部分グラフが描
かれている．これらは，各組織でHCD活動をし
ているメンバが何らかの形で広く協業しているこ
とを表している．実際，その多くはHCD-Net の
事業部活動やワーキンググループ，あるいは，研
究事業部における SIG（Special Interest Group）な
どによる業界横断的な活動の成果である．HCD-
Net が HCDを推進する業界団体としてそれなり
に機能してきたことを示す証拠であり，その成果
が図 8に明示されたと考えられる．
一方で，図 8の周辺部に孤立して描かれている
ノードは，HCD研究発表会において何らかの研
究発表は行われたものの，共著関係は現れていな
かった組織である．これらのなかには本来主要な
プレーヤーとなってもおかしくない企業や大学も
散見される．それらの企業や，あるいは図 8に登
場していない企業等に対しても，HCDに関する

研究活動をアピールしてHCD-Net の研究活動に
参加してもらうような施策が望まれる．

4 テキスト分析
3 番目の仮説であるテーマの幅広さに関して，
ごく簡単なテキスト分析を実施した．360 件全て
の発表に関して件名（日本語）を抽出し，形態素
解析を実施，名詞を抽出してその出現頻度を多い
順にリストアップした．
なお，形態素解析器にはGiNZA 4.0.6（松田ら，

2019）を用いた8）．試行錯誤によるチューニング
を経ていくつかのストップワードを設定し，さら
に，「人間中心設計」が「人間」「中心」「設計」
に分割されてしまうことを防ぐため，同単語を
ユーザ辞書に追加して形態素解析の処理を加え
た．
359 件9）の件名から 2,440 個の名詞を抽出し，

重複を排除した結果，932 個の名詞がリストアッ
プされた．表 3は，出現回数で順位付けたときの
上位 30 位である．
研究，提案，検討，手法といった一般的な用語

8） ベースとなるスクリプトはネットワーク分析と同
様に Python 3.9.4 を用いた．

9） 全発表件数は 360 件だが，年度を跨いで同一の発
表件名が 2件あり重複は排除した．

表 3 件名に現れる頻出単語（名詞）トップ 30

順位 単語 数 順位 単語 数 順位 数

1 デザイン 64 11 ユーザビリティ 22 20 システム 17

2 研究 62 11 考察 22 20 教育 17

3 提案 48 11 支援 22 23 実践 16

4 HCD 45 14 ユーザー 20 24 設計 15

5 検討 36 14 プロセス 20 24 活用 15

6 手法 34 14 サービス 20 24 事例 15

7 評価 31 14 開発 20 27 アプローチ 14

8 UX 29 14 報告 20 27 分析 14

9 活動 27 19 調査 18 29 品質 13

10 体験 23 20 人間中心設計 17 29 効果 13
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が数多く出現しているものの，注目すべきは，デ
ザイン，HCD，UX，体験，ユーザビリティとい
ったHCDに関連の深い単語が頻出している点で
ある（表 3においては，HCD分野に関連が深く特徴
的と考えられる単語をゴシック体で表記した）．
図 9は，件名から抽出した名詞で作成したワー
ドクラウド10）である．この図を見れば，デザイ
ン，研究，提案など，HCD研究発表会における

発表件名で使われる頻度の高い単語が大きく示さ
れており，HCD研究発表会で議論される研究
テーマの傾向を一目で把握できる．
頻出単語のリストアップでHCDに関連の深い
単語が発表件名に使われる傾向を見出せたが，一
方で，この方法では，幅広い分野を対象にしてい
ることを示せない．そこで，GiNZAの固有表現
抽出機能を用いて，対象範囲の広さを示すことを
試みた．
表 4に，固有表現として件名から抽出された10） https : //www.wordclouds.com/で作成した．

表 4 固有表現（Doctrine_Method_Other により抽出された単語）

HCD と直接関
係あるもの

HCD，HCD教育，HCD教育プログラム，UXデザイン，UX設計，イノベーションデザイン，
インクルーシブデザイン，インタラクティブシステム，エクスペリエンスデザイン，エクスペリ
エンス設計，グラフィックレコーディング，ユニバーサルデザイン，行動観察プログラム，心理
的負荷，人間中心システムアーキテクチャー

周辺領域・応用 eスポーツ動画，VRコンテンツ評価支援ツール，Webナビゲーション設計，キーワードサジェ
スト方式，サウンドスケープデザイン，ストレス状態，ダイエット，ダイエットアプリケーショ
ン，ダイバーシティー促進，デジタルプロダクト，プレゼンテーション用アプリケーション，メ
ンター制，ユニバーサルファッション，ロボットデザイン原則，運動評価支援システム，共助マ
ップシステム，交通系電子マネー，社会ソリューションシステム，対話システム，地域見守りシ
ステム，地図アプリデザイン，中長期滞在型，難聴システム，二重過程理論，平面幾何図形

図 9 抽出した名詞で作成したワードクラウド
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キーワードを示す．固有表現のなかでも「主義方
式名_その他」（Doctrine_Method_Other）として抽
出されたものである．
表 4に抽出されたキーワードをみると，HCD

や HCD教育，あるいは，インクルーシブデザイ
ン，エクスペリエンスデザイン，ユニバーサルデ
ザインといったHCDに関連するキーワードだけ
でなく，その他の領域に関する幅広いキーワード
がリストアップされていることが分かる．

V 関 連 研 究

研究会や学会の発表論文を分析し，会の抱える
課題を炙り出そうとする研究や，活動の活性化に
関する施策を検討しようとする研究例はいくつか
存在する．
吉岡（2019）は，日本科学教育学会における 33

年間に発表された 3,091 件の論文を対象として発
表論文の数と著者について分析した結果を報告し
ている．著者総数はのべ 6,877 人（異なり著者数
3,293 人）と，規模でいえば本研究の 5倍～10 倍
程度の大規模な調査である．ただし，吉岡の研究
では主として書誌情報の計量的側面のみに注目し
ており，本研究のようなネットワーク分析やテキ
スト分析といった内容に踏み込む調査は実施して
いない．
東は，学術雑誌「作業療法」の創刊号から 30
巻 4 号までに掲載された論文 798 編（東・稲富，
2012）とその後の 37 巻 6 号までの 428 編を合わ
せて分析し，作業療法士の研究活動に関する論考
を加えた（東，2020）．東はさらに関係する国際誌
も分析に加え，同分野の研究活動に関する課題を
指摘している．
鳥海（2019）は，日本特殊教育学会の発表論文

を対象に文献研究を行い研究動向の変化を分析し
た．なおこの研究で行われた調査は全数調査では
なく 10 年毎の発表文献を抽出，具体的には 1987
年，1997 年，2007 年，2017 年に実施された研究
会で発表された論文を対象として分析を加えてい
る．
その他にも，論文数の分析により研究動向を論

じた例としては，物理学分野（豊田，2019）や，
水文・水資源学分野（松山，2018），リモートセン
シング分野（小林，2016），半導体分野（湯之上，
2013）に関する指摘など，国内に限っても多数の
研究例がある．
このような研究は全世界的に行われており，
“literature review,” “number of papers” などの
キーワードで調べると，多数の報告を列挙するこ
とができる．なかでも，Hansson らによる研究
（Hansson et al., 2021）による研究は，関連分野の動
向でもあり注目に値する．Hansson らは，持続
的なHCI（Human Computer Interaction）である
SHCI（Sustainable HCI）という新しい分野に着目
し，文献調査によってHCI と SDGs（Sustainable
Development Goals）の関係性について論じた．
SDGs と HCD関連研究の関係性は，我々として
も今後検討すべき課題であり，Hansson らの研
究は参考になる．
さらに，関連する分野における文献研究の事例
として，Gjøsæter らによるユニバーサルデザイ
ン研究動向の調査（Gjøsæter et al., 2020）や，Ayoub
らによる自動車UI のサーベイ論文（Ayoub et al.,
2019）などがある．

VI お わ り に

本研究では，2009 年度開催から 2021 年度春季
開催まで，20 回開催されたHCD研究発表会を対
象として，その予稿集に記載された発表の書誌情
報から，発表に関する傾向の変化について分析を
加えた．
まず，経年変化に関する分析から，企業からの
発表件数が一定数維持されているという仮説は支
持された．社会科学系の研究会ではあるが，実務
家の参加が多いという特徴により，産学連携ある
いは企業による研究成果や実践報告の発表が半数
を占める．多くの学会が企業会員の減少を憂慮し
ている状況（川島ら，2016，長谷川，2007）のなか，
この状況は望ましいものといえる．ただし，各回
における発表件数の数は維持されているとはいえ
十分に多いというものでもなく，今後，発表件数
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を増やすような努力が必要である．
ネットワーク分析により，発表者が特定の個人
や団体に偏っている傾向も見出された．大学の教
員がハブとなり学生の発表を鼓舞している状況は
今後も維持すべきと考えるが，今後は，より広い
範囲へ参加を促す施策が必要であろう．HCD-Net
会員の多くは，人間工学会やヒューマンインタフ
ェース学会，感性工学会などHCI 分野をカバー
する他学会の活動にも関与しているが，HCDの
隣接領域は幅広く，HCD研究発表会で研究成果
を発表する可能性の高い研究者はまだ数多く存在
する．潜在的な関係者へ広くアピールしてHCD-
Net の研究活動に参加を求める施策を打つべきで
ある．
簡単なテキスト分析の結果，多くの発表でHCD
の主要な概念をカバーしていることが認められ
た．応用分野や隣接領域での研究例も多数，発表
されていることの一端を確認することはできた
が，どのような分野に注力されているかについて
は，内容に踏み込んでより仔細な分析を行う必要
があるだろう．それらの成果を参考にして何らか
の発表ガイドラインを示すことは，今後の課題と
して意義のある活動になるだろう．
Wallisch らは，特定の学会での複数年次で発表
されたUCDに関する予稿およそ 100 件を対象と
して内容分析を行い，そこで利用されている用語
に関する整理の必要性を説いた（Wallisch et al.,

2019）．その結果，哲学（philosophy）から作業（ac-
tivity）に至る 5段階のレベルで整理すべきであ
ると論じている．本研究で対象とした 360 件の研
究成果をWallisch の分類に従って分類すると，
HCD-Net における研究の方向性が見えてくるの
ではないか．その作業は今後の課題である．
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